
支えないが、㈱こは、子育て親子のニーズや利働割こ十分配   

慮するこL  
センター型  

三 事業内容   

地域の子育て支援情報の収集、鰍こ努め、子育て全般lこ関する専   
門的な支援を行う拠点として機能するとともに、子育て支援活動を行   
う団体等と連携しながら、地域に出向いた支援活動を展開す㌫  

土 実施場所   

保育所等の児童福祉施設、小児科医院等の医療施設のほか、効果的  
・継続的な事業実施が可能な場所。  

旦 実施方法  
上吐 原則として週5日以上、かつ1日5時間以上開設するこL  
上止 開設時間は、子育て親子が利用しやすい時間帯とするよう配慮す  

るこL  
出  

置すること。（非常勤職員でも可J  
主 地域支援活動   

①に定める基本事業の実施に加えて、地域全体で子育て環境の向上  
いる団体等と連携し  関 や子育て支援活動を行って  を図るため、関係機   

下 
に出申き、新卒流活動や手鼻三  

サークルヘの援助等の地域支援活動を実施すること。  
上止 地域支援活動め中で、より重点的な支援が必要であると判断され  

る場合は、関係機関と連携■協力のうえ、当該家庭へ訪問するなど  

の支援を実施すること。  
互 経過措置（小規模型指定施設）  
上吐 虫査  

従来の地域子育て支援センター（小規模型指定施設）（以下「指  
定施設」という。）については、平成22年度において、評価の対  

象とする。  
上止実施方法   

するこL   
且 育児、碑戟・経験を有  

する専任の者を1名以上配置すること。（非常勤職員でも可J   
A 次の（a）～（c）の取組のうち2つ以上実施するこL  
上立 育児不安等についての相談指導  

来所、電話及び家庭訪問など事前予約制の相談指導、指定  
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施設内の交流スペースでの随時相談、公共的施設への出張相  
談など地域のニーズlこ応じた効果的な実施を工夫すること。  

また、二F育て親子の状況などに応じて適切な相談指導がで  
きるよう実施計画を作成するとともに、定期又は随時の電話  
連絡などによりその家庭の状況などの把握に努め、児童虐待  
など指定施設単独での対応が困難な相談は、関係機関と連携  
を図り共通認識のもと適切な対応を図るこL  

組 子育てサークルや子育てボランティアの育成・支援  
子育てサークル及び子育てボランティアの育成のため、定  

期的に講習会などの企画、運営を行うこと。また、子育てサ  
叩こ努め、効  

果的な活動ができるよう活動場所の提供、活動内容の支援Iこ  
努めること。  

姐 地域の保育資源の情報提供、地域の保育資源との連携・協力   

体制の構築   

ベビーシッターなど地域の保育資源の活動状況を把握」  
子育て親子に対して様々な保育サービスに関する適切な情報  
の提供、紹介などを行うこと。また、地域の保育資源及び市  
町村と定期的に連絡を取り合うなど、連携・協力体制の確立  
に努めること。   

l吐 保健相談  
（イ）のd㈲の取糸鋸こ加えて、実施可能な指定施設は、子育て親子  

の疾病の予防、輝こよる  
保健相談を実施することとし、この場合において、過3回程度実施  
する場合については、別途評価の対象とする。  

墾 児童館型   

ヱ 事業内容  
民営の児童館、児童センターにおいて、学齢期の子どもが来館する   

前の時間等を利用して、子育て親子の交流活動など、つどいの場を提  
供する。  

土 実施場所  
（ア）児童館、児童セン  タ一における既設の遊戯室、相談室等であって、  

子育て親子が交流し、集う場として適した場所。  
上吐 概ね10組の子育て親子が一度に利用しても差し支えない程度の  

広さを確保するこL  

之 実施方法  
上吐 原則として週3日以上、かつ1日3時間以上開設すること。（た   

だし、閲郡こついては、一般児童の利用も考慮  
して弾力的な運営を行って差し支えない。）  

（企 子育て親子の支援に関して意欲のある看であって、子育ての知識   



と経験を有する専任の者（以下「担当者」という。）を1名以上配  
置すること。（非常勤職員でも可J  

二  

て親子に対する援助に協力するこL   
上生 硬乳コーナー、坤  

て利用しても支障が生じないような設備を有するこL   
エ 地域の子育て力を高める取組  

；   

行う取組を実施する場合について、別途評価の対象とす㌫  

塾 量星   

章妻を実施するために必要な経費の一部を保護者から徴収できるもの   

とする。  

昼 留意事項  
二  

ニ ー 

等の向上を図るこL  
二  

効果的かつ積極的に実施するよう努めるこL  

（6）一時預力、り事業  
三 

ニ  

立と 実施場所  

保育所で実施するものとする。   
出 

基準等を遵守するこL   
土 地域密着型（児童福祉法第6条の2第7項に規定される事業）  
上江 実施場所  

地域子育て支援拠点や駅周辺等利便性の高い場所などで実施する  
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ものとする。  
上迫 実施方法  

規則第36条の35各号に定める設備及び人員に関する基準等を  
遵守すること。  

旦 地域密着［型（児童福祉法第6条の2瑚準じた事業）  
立と 実施場所  

地域子育て支援拠点や駅周辺等利便性の高い場所などで実施する  
ものとする。  

也 実施方法   
且 規則第36条の35第1号＼瑚こ準じ、適切な保育  

環境を整備するよう努めること。  
虹 規則第36条の35第2号の規定に準じ、乳幼児の年齢及び人   

数に応じて当該乳幼児の処遇を行う者（以下「担当者」というJ   
を配置するこL   

担当者の数は2名を下ることはできないこと。   
担当者のうち、僻引こついて経験豊富な保育士を1名以上配置  

すること。  

L 規則第36条の35第3号の規定に準じ、保育所保育指針（平   
成20年厚生労働省告示第141号う に定める保育内容を参考と   
すること。  

並 旦墜  
保育士資格を有していない担当者の配置は、：Zの（3＝こ定める  

次世代育成支援人材養成事業など、f岬  
修了することを要件とする。   

② 保護者負担  
本事業の実施に必要な経真の一部を保護者負担とすることができるこ  

上皇＿   

2 （略）  2 交付要綱の3の（2）その他事業のうち、次に掲げる要件を備える取組内   
容であるものについて評価し、別表（評価に対する基準点数表）の評価2に   
定める基準点数を交付金算定の基礎とする。  

（1）へき地保育旦進進   

（D 趣旨  

交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれない山間地、開  
拓地、離島等のへき地における保育を要する児童に対し、必要な保護を  
行ない、もってこれらの児童の福祉の増進を図ることを目的とすること。   

② 実施要件  
ア ヘき地保育所の定義  

児童福祉法第39条に規定する保育所を設置することが著しく困難  
であると認められる地域に設置される児童を保育するための施設であ  

（1）へき地保育   

① （略）  

② （略）   



って、市町村長・が（∋のり及びエの基準に適合すると認め指定したもの   

をいう。  

イ 入所決定  
へき地保育所への入所の決定は、市町村長がその地域内における保   

育を要する児童又は、特に必要があるときはその他の児童につき、行   

なうものとする。  

り 設置基準  

（ア）設置主体  

へき地保育所の設置主体は、市町村とする。  

（イ）設置場所  

へき地保育所を設置する場所は、次のいずれかでなければならな  

い。  

a へき地教育振興法（昭和29年法律第143号）第5条の2の  
規定によるへき地手当（以下「へき地手当」という。）の支給の  
指定を受けているへき地学校の通学区域内であること。  

b 一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）  
第13条の2第1項又は地方自治法（昭和22年法律第67号）  
第204条第2項の規定による特地勤務手当（以下「特地勤務手  
当」という。）の支給の指定を受けている国又は地方公共団体の  
公官署の4キロメートル以内にあること。  

C へき地手当又は特地勤務手当の支給の指定を受けることとなる  
地域内にあること。  

d aからcまでのいずれかに準ずるものとして市町村長が認める  

地域内にあること。  

エ 設備及び運営の基準  
へき地保育所の設備及び運営については、次に掲げる基準によるも   

ののほか、児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令第63号）の   
精神を尊重して行なうものとする。  
（ア）1日当たり平均入所児童数が10人以上いること。  

ただし、10人を下回っても。2年間は経過的に対象となること。  
なお、1日当たりの平均入所児童数とは、年間延べ利用児童数を  

年間開所日数で除して得た数とすること。  
（イ）公民館、学校、集会所、共同作業所、婦人ホーム、寺院等の既設  

建物の一部を用いてへき地保育所を設置する場合においては、その  

設備をそのへき地保育所のために常時使用することができるもので  
なければならないこと。  

（ウ）保育室、便所及び屋外遊戯場（その附近にあるこれにかわるべき  
場を含む。）その他必要な設備を設け、それらの規模は適正な保育  
ができるように定めること。  

（工）必要な医療器具、医薬品、ほう帯材料等を備えるほか、必要に応  
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じて楽器、黒板、机、椅子、積木、絵本、砂場、すべり台、ぶらん  

こ等を備えること。  

（オ）保育士を2人以上置くこと。  

ただし、所定の資格を有する者がいない等やむを得ない事情があ  

るときは、うち1人に限り児童の保育に熱意を有し、かつ、心身と  
もに健全な者をもってこれに代えることができること。  

（力）保育時間、保育の内容、保護者との連絡方法等については入所児  
童が健やかに育成されるようその地方の実情に応じて定めること。   

（2）家庭支援推進保育旦並進   

① 趣旨  
日常生活における基本的な習慣や態度のかん養等について、家庭環境  

に対する配慮など保育を行う上で特に配慮が必要とされる児童が多数入  
所している保育所に対し、保育士の加配を行うことにより入所児童の処  

遇の向上を図ることを目的とする。   

② 実施要件  
本事業の対象となる保育所は、次のア～エの要件を満たすものである  

こと。  

ア 対象児童  
日常生活における基本的な習慣や態度のかん養等について、家庭環  

境に対する配慮など保育を行う上で特に配慮が必要とされる保育所入  
所児童  

イ 受け入れ状況  
（aのアに該当する児童が入所児童の40％以上であること。  
なお、②のアに該当する児童であるかについては、市町村が児童の  

状況や家庭環境について保育所長等の意見を参考としながら、総合的  

な観点から判断すること。  

ウ 保育士の配置  
対象保育所に対し、児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令第  

63号）第33条第2項及びその他の補助金等の配置基準に規定する  
職員ほか本事業の実施のために必要な保育士を配置すること。  

エ（∋のりにより配置された保育士は、（∋のアに該当する児童に対する  

指導計画を作成し、計画的に保育に当たるとともに、定期的に家庭訪  

問をするなど家庭に対する指導を行うこと。   

（3）次世代育成支援人材養成事業   

① 趣旨  
核家族化等により子育てに不安を持つ世帯の増加や地域・家族におけ  

る子育て力の低下が認められることから、子育て支援サービスの充実を  

図っていく必要がある中、地域力を活用した子育て支援の充実は重要で  

（2）家庭支援推進保育   

① （略）  

② （略）  

（3）次世代育成支援人材養成事業   

① （略）   



あり、それを支える質の確保された人材の養成研修を行う。  

（a 事業内容等  

次のア及びイのいずれか又は両方実施した場合にポイント算定対象と  

する。  
ア 地域の様々な次世代育成支援の取組を把握し、親の子育てを支援す  

るコーディネーター的役割を果たす者の養成  
（ア）子育て中の親のニーズの多様化と支援の意義  

（イ）子育て支援に関わる各施設との連携のあり方  

（ウ）t」スクマネジメント（虐待対応（つなぎ）など）  

などを中心として、コーディネーターとして必要な理解や知識などを  

得るための研修を行う。  
イ 地域で行われる子育て支援事業に参画する者の養成  

（ア）地域における子育て支援の必要性への理解  

（イ）保育の理解と援助  

などを中心として、子育て支援に関する基本的な理解や知識などを得  
るための研修を行う。  

（子育て支援事業の例）  

地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業など   

（4）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業   

（》 趣旨  

市町村において、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地  
域協議会）（以下「地域ネットワーク」という。）の要保護児童対策調  
整機関（以下「調整機関」という。）の職員や地域ネットワークを構成  

する関係機関等（以下「地域ネットワーク構成員」という。）の専門性  
強化を図るとともに、地域ネットワークと訪問事業が連携を図り、児童  
虐待の発生予防、早期発見・早期対応に資することを目的とする。  

② 基本事業  
ア 職員の配置  

調整機関に、職員（非常勤職員等を含む。）を配置すること。  
なお、配置する職員（非常勤職卓等を含む」は、調整機関が行う  

業務に影響のない範囲内において兼務職員であっても差し支えない  

が、母子、保育、障害児等を含む児童福祉分野の業務に従事する者と  
する。  

イ 取組内容  
ヱの職員の専門性の向上のため、次の取組を行う。  

且 配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしていない場合  
次の「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」を受講  

② 事業内容等   

次のア及びイのいずれか又は両方皇実施した場合に盈直旦対象とす   

る。   

ア （略）  

イ （略）  

鞘 

（4）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業  
（D 趣旨  

市町村において、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地  
域協議会）（以下「地域ネットワーク」という。）の要保護児童対策調  
整機関（以下「調整機関」という。）の職員や地域ネットワークを構成  
する関係機関等（以下「地域ネットワーク構成員」という。）の専門性  
強化獲び地域ネットワーク構成員の連携強化を図るとともに、地域ネッ  
トワークと訪問事業が連携を図り、児童虐待の発生予防、早期発見・早  
期対応に資することを目的とする。   

② 実施要件  
調整機関に、職員（非常勤職員等を含む。）を配置すること。  
なお、配置する職員は、調整機関が行う業務に影響のない範囲内にお  

いて兼務職員であっても差し支えないが、母子、保育、障害児等を含む  
児童福祉分野の業務に従事する者とする。   

③ 基本事業  
次のア及びイのいずれか又卿針こ、それぞれ評価の  

対象とする。  
ア 調整機関職員の専門性強化  

墾の職員の専門性向上のため、次の取組を行う。  
立と 配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしていない場合  

次の「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」を受講   
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させる。  

児童福祉法第13条第2項第1号の厚生労働大臣が指定する講   
習会（社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学院が実施する  
「児童福祉司資格認定通信課程」）  

児童福祉法施行規則第6条第6号から第10号及び同条第13  
号に規定する厚生労働大臣が定める講習会（都道府県が実施する   
「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」）  

b 配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしている場合  
更に児童虐待への専門性を向上させるため、次の研修を受講させ   

る。  

子どもの虹情報研修センター（日本虐待・思春期問題情報研修  
センター）が実施する研修  

都道府県や研修機関等が実施する児童虐待対応研修  

させる。   

旦 児童福祉法第13条第2項第1号の厚生労働大臣が指定する講  
習会（社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学院が実施する  
「児童福祉司資格認定通信課程」）   

旦 児童福祉法施行規則第6条第6号から第10号及び同条第13  
号に規定する厚生労働大臣が定める講習会（都道府県が実施する  
「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」）  

上立 配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしている場合  
更に児童虐待への専門性を向上させるため、次の研修を受講させ  

る。   
旦 子どもの虹情報研修センター（日本虐待・思春期問題情報研修  

センター）が実施する研修   

旦 都道府県や研修機関等が実施する児童虐待対応研修  
イ 地域ネットワーク構成員の連携強化  

地域ネットワーク構成員の連携強化を図るため、次の（ア）及び（イ）の  
いずれか又は両方の取組を行う。  

廷1インターネット会議システムの導入等により、地域ネットワーク   
構成員による緊急受理会議や個別ケース検討会議等を適時、適切に  

行い、その時々の子ども等の状況に応じた支援内容等について、迅  
速かつ適切に協議、判断するための取組。   

上止 ケース記録や進行管理台帳の電子化等により、礫引こつ  
いて、世情報  
収集等を迅速かつ適切に行うための取組。  

塗 付加的事業   

③のア又はイの基本事業を実施することを要件に、次のア～りについ   
て事業を実施する場合、それぞれ登壇の対象とする。   
ア （略）  

塗 付加的事業   

②の基本事業を奏施することを要件に、次のア～ウについて事業を実   
施する場合、それぞれポイント算定の対象とする。  
ア 地域ネットワーク構成員の専門性向上を図る取組  

地域ネットワーク構成員の専門性向上のため、学識経験者等の専門   
家を招へいし、児童虐待対応についての共有認識と運営手法について   
の研修会・講習会などを開催する取組や、個別ケースについての具体   
的な支援方法及び進行管理等についての助言・指導を受ける取組。  

イ 地域ネットワークと訪問事業との連携を図る取組  

地域ネットワークの調整機関が養育支援訪問事業の中核機関とな   

り、必要に応じて行う地域ネットワークによる支援内容の協議の結果   

に基づき、養育支援訪問事業の実施のための進行管理やその他の支援   
に係る連絡調整を行う取組や、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤   
ちやん事業）又は母子保健法に基づく訪問事業等により把握された支   
援対象者の中で、特に地域ネットワークによるケース対応が必要な家   

庭に対して、地域ネットワークは訪問者と協力して支援を行う取組。  

り 地域住民への周知を図る取組  

イ （略）  

ウ （略）   



地域ネットワーク活動や訪問事業活動についての地域住民への周知  

を図るため、地域の子育て支援関係者や関係機関等を対象として、講  
演会やシンポジウムの開催を行い、地域ネットワーク活動や訪問事業  
活動についての情報発信を行う取組やマニュアル、援助事例集、又は  
社会資源名簿（社会資源集）を作成・配布し、周知を図る取組。  

（5）子育て支援ネットワーク事業  

で、子育てについての情報不足、輝こよる子育てのし  
ずらさの改善を図る。   

塾 事業内容  
次のア～りのいずれかを実施した場合に評価の対象とすむ   

三 
こ関する情報をメ一世塵垣葦  

することにより、情報不足の改善を図る取組。  

主  

二 

者 の同意に基づく  開 は保護   情報の公  （ただし、  用に活用する取組。  

今に限る。）   

（6）子どもの事故予防強化事業   

塁 塵呈   

対する意識啓発を行うことで子どもの事故の予防強化を図説   

塁 事業内容  
次のア又は両方（ア及びイ）を実施した場合に評価の対象とす㌫  

ヱ 基本分（事業実施担当者の配置等）   

に対する意識の啓発をきめ細かく行う。  

（事業実施担当者の例）  

母子保健推進員、愛育班員など  
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土 加算分（事故予防検討会の開催）  
意識啓発のための方策やパンフレット内容等を検討するために事故  

予防検討牟を開催する。   

3 交付要綱の3の（2）その他の事業については、次に掲げる要件を備える   
計画である場合は評価をし、別表（評価に対する基準点数表）の評価3に定   
める基準点数を交付金算定の基礎とする。ただし、市及び福祉事務所を設置   
する町村において、平成呈＿旦年度に要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネ   
ットワークを含む。）が設置されていない場合には、次に掲げる要件を備え   
る事業に要するすべての経費について、交付の対象としない。  

（1） （略）   

（2）以下に掲げる且つの取組のうち3つ以上取り組む場合又は総務省が実施  
する「頑張る地方応援プログラム」において策定するプロジ工クトで以下   
に掲げる月＿つの取組のいずれかを実施する場合、基準点数表の評価3に定  
める基準点数について加算する。   
（丑 （略）  

3 交付要綱の3の（2）その他の事業については、次に掲げる要件を備える   
計画である場合は評価をし、別表（評価に対する基準点数表）の評価3に定   
める基準点数を交付金算定の基礎とする。ただし、市及び福祉事務所を設置   

する町村において、平成旦⊥年度に要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネ   
ットワークを含む。）が設置されていない場合には、次に掲げる要件を備え   
る事業に要するすべての経費について、交付の対象としない。  

（1）地域の特性や創意工夫を活かした子育て支援サービスの提供等を行うた   
めの取組が事業計画に記載されている。  

（2）以下に掲げるヱつの取組のうち3つ以上取り組む場合又は総務省が実施  
する「頑張る地方応援プログラム」において策定するプロジェクトで以下   
に掲げるヱつの取組のいずれかを実施する場合、基準点数表の評価3に定  
める基準点数について加算する。   

（D 安心して子どもを生み育てることができる社会について地域住民や関  
係者が参加して共に考える機会の提供  

子育てや子育て支援に関する各種のフォーラム、ワークショップの  

開催や子ども参加型のイベントを実施し、子どもと大人が交流し会え  

る機会の提供などにより、子どもを生み、育てることを社会全体で応  

援する意識の醸成を図る取組   

② 老若男女の地域住民の主体的な子育て支援活動、交流促進  

地域の高齢者や子育て中の男性、中・高校生などを含め、老若男女  

の地域住民が子育て支援活動に主体的に関われるようにし、多世代の  

交流を促進するため、保育所、児童館、自治会等で地域に開かれた各  

種子育てに関する行事等を開催するなどの取組  

③ 要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネットワークを除く。）の設置  
・運営  

地域における保健・医療・福祉の行政機関、教育委員会、警察、弁  

護士、ボランティア団体等の関係機関等から構成する要保護児童対策  

地域協議会（虐待防止ネットワークを除く。）を設置し、定期的な連  
絡検討会議の開催など関係機関が連携しながら、地域における児童虐  

待の発生予防、早期発見、早期対応及び保護・支援・アフターケアを  

図るための連携した活動を実施する取組   

④ 子どもたち本人からの電話相談等への対応  

児童虐待やいじめ等で思い悩む子ども達に対し、NPO法人等の民  
間団体と連携し、子どもたち本人からの電話相談等への対応を行う取  

組  

② 老若男女の地域住民の主体的な子育て支援活動、交流促進  

地域の高齢者や子育て中の男性、中・高校生などを含め、老若男女  

の地域住民が子育て支援活動に主体的に関われるようにし、乳幼児と  

のふれあいをはじめ多世代の交流を促進するため、保育所、児童館、  

自治会等で地域に開かれた各種子育てに関する行事等を開催するなど  
の取組  

③ ＿（略）  

④ （略）   



⑤ 食育の推進  
子どもの健やかな食習慣を培い、豊かな人間性を育むため、塞三三  

参加する食事に関する講習会（食事セミナー）の開催や保健センター、  
保育所、学校等関係機関の連携による食育推進連絡会の設置などの取  
組  

⑤ 食育の推進  
子どもの健やかな食習慣を培い、豊かな人間性を育むため、食育推  

進連絡会を設置するなど保健センター、保育所、学校等関係機関の連  
携による取組   

塾 家庭内等における子どもの事故防止対策の推進  
乳幼児が家庭の浴槽で溺死する事故なども多いことから、家庭内に  

おける子どもの事故防止のための取組  
塾 思春期保健対策等の推進  

住民に身近な市町村において、地域の実情に応じた妊娠、出産、育  

児、母子の栄養、思春期等に関する各種母子保健事業を効果的・効率  

的に実施することにより、地域ぐるみで、健やかに子どもを生み育て  

るための施策を自主的に進めることを目的とした取組  

墾 思春期保健対策等の推進  
（略）  

昼 中・高校生の居場所づくりの推進  
中・御る   

講習会や交流会を実施するなど、地頓に中・高校生の健全な屠場班を  
確保するための取組  

塾 巡回児葦飴活動等q推進  
児童靡職員ザ児章館から離れた地域や児童館の卑い地域に定期的に   

出向き、二囲こ関する相談筆を   
実施するなど僻め  

の取組  

主賓  
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